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最近 に お ける専門学校の 全 国的な推移 と動向

一 18歳人 口の 増加 ・ 減少期を経過 して

一 専門学校の 発足 と推移 一

　 制度発足後20余年．従来の 各種 学校 制度を整備

改善 し．衣替え して ス タ
ー

トした専修学校は ，こ

の 間， 新制度 の 清新 なイ メ
ー

ジ や 対象年齢層の 逐

年的増加 ， 若もの の 実学指 向等の プ ラ ス要因 に支

え ら れ て 年 々 発展 して きた 。 特に 専修学校 の なか

で も高卒者対象 の 専門学校 （専門課程） に つ い て

は今 日 ， 大学，短大 と並ぶ 第三 の 高等教育機 関と

して ユ ニ ーク な地位を 占め ， 役割 を果たす もの と

して 認識 され る よ うに な っ た 。

　 18歳人 口 が 増加 へ の 方向を た ど っ た数年前 まで

は ， 専門学校は高等教育諸機関の な か で 最 も量 的

な拡充が著 し い 部門で あ っ た 。 入学対象年齢層 を

数多 く吸収す る教育機 関 と して 既 設校の 学科増，

定員 増をは じめ ， 新設校設置 も盛 ん で あ っ た 。 在

学者数で み る と昭和60年が 40万人，以後年 々 数万

人程度の 増で 推移 ， 18歳人 ロ ピ ー
ク時の 翌平成 5

年に は最多の 70万人を記録 した 。 し か しそ の 後 の

数年間は 入学者数 の 減少 に よ り在学者数 も目減 り

し 9年現在．65万人 を数え て い る 。

一
現 在は厳 し い事態 に

一

　専門学校 の 当面 す る 現 状 ・事態 は， 18歳人口 減

が ス トレ ー
トに 影響す る と い う厳 し い 環境 の も と

で 数年前 と は 様変わ り し，将来展 望 に つ い て も不

透明観が広 が っ て い る 。 た とえ ば学校経営 の 死 活

を制す る 入学者 の 確保 ・選考 に大 きな エ ．ネ ル ギ ー

を注 い で も予定通 りの 入数が集 ま ら ず に 定員割れ

の 状態で 新学期を迎え る こ とを余儀な くされ た り，

就職に 強い と い わ れ た卒業生 の 就業に つ い て も，

昨今の 不況の 影響を受け，場合に よ っ て は 苦戦 し

て い る状況 も み られ る。数年前 ま で は こ れ ら の 現

実や問 題に直面 して も概 して 順調 に 対応 す る こ と

が で き ただ けに，事態 の 変化 は小 さ い もの で はな
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く，専門学校 に と っ ては受難の 時代 の は じま りの

よ う に 見受け られ る 。

一
過 去 13年 （昭和 60年〜平成 9 年）私立専門学

校の リ ス トラは どの ように進んだか，新設校976校，

廃止校408校 一

　 こ の よ うな現 在の 当面す る状況 が 過去 か ら の ど

ん な事情と経緯で もた らされ て き た もの か， まず

そ の 点 を検討 す るた め に ，過去 13年間 （昭和 60年
〜平成 9年）の 私立 専門学校の 新設お よ び廃止 の

進行状況 を検証 す る 。

　 年次順 の 新設校数 と廃止校数は 次 の とお りで あ

る。 （括弧内は廃止校数）

　 76　（21）　103　（44）　86　（14）　73　（28）　80　（29）　89

（33）　79　（25）　72　（40）　59　（52）　53　（33）　60　（27）

71　（ユ9）　75　（48）

　平成 3 年ま で の 時期は新設校 も70校以上 100校 程

度に ま で 及ん で お り，廃止校 を差 し引 い て も50校

前後か ら そ れ以上 の 増加数で推移 して い る 。 5年

以後は ， 新設校 は 減少 し， 7 年 ま で は 50〜60校，

そ の 後 8 ， 9 年 に は 70校台 と な っ た 。 廃止校 は 年

次 に よる相違 が み られ るが，多い 年次 に は 50校前

後を数え て お り，全体の増加数は 少な くな り， 18

歳人 口減少期に 当面 して の 特徴が現われ て い る 。

　入学定員数の 13年 間年次推移 は ， 次の とお り。

（括弧内は 既設校入 学定員数 の 前年度に対す る増減

で ， 学科増等に ともな う定員拡充 に よる もの と，

休 。廃校 に よ る 定員減や ，既設校 の 定員 縮減等 が

あ り， そ れら が相殺 され た 数値）

　 1万 422人 （5，428人減）， 1万 2，607人 （5，182人），

1万 1，640人 （116人），9，244人 （3，105人）， 9，680人

（6，279人）， 1 万 2230 人 （4、909人 ）， 1 万 1，048人

（4，026人），7，135人 （6，464人 ）， 6，035人 （2．057人

減），5，206人 （3，632人減）， 5，555人 （2，561人減），
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7，238人 （1，576人），1万942人 （2，576人減）

　昭和60年は ち ょ う ど 18歳人 口 が減少 した年次で

あ り，既設の 私立専門学校 は 縮小方向で 5，000人以

上 の 定員減 と な っ た
。

一方新設校設置で 新た に 1

万人以上 の 定員が 加わ っ た
。

そ の 後 は平成 3 年 ま

で の 間，新設校 の 入学定員 は 毎年9，000人以上， 1

万 2，000人台で 推移，私立 専門学校全体 の 定員拡充

に加 わ っ て い る 。

一
方 ． 既設校 に つ い て も昭和 62

年の 116人 を除 き ， 3，000人〜6，000人台 の 定員増 で

推移 しい る もの の 新設校 の 増加数に 比 べ ると半数

前後に と どま っ た 。 専門学校 の 量 的規模拡充を規

定 し， 支 え て き た定員拡充 に つ い て は ， 新設校主

導の もと に 進め られ て き た 経緯を読み とる こ と が

で きる。 18歳人 ロ ピ ーク時 の 平成 4 年 に は新設校

の入学定員が 7，135人 ， 既設校 の 定員増は6，464人で
，

ほ ぽ 同人数程度 に な っ た 。 しか しそ の 後は ， 既 設

校は一転 して 定員縮減 に 向か い
， 新設校 も 5 〜 7

年thi5，000人〜6，000人台へ 8 ・9年 に は再度増加 へ

と転 ずる こ と に な っ た
。

　 な お ， 昭和 60年以後平成 4 年 に 至 るま で の 8 年

間 の 新設校 の 分野別入学定員数は ， 多い 順 に 次の

とお りで あ る 。

　工 業 2 万8，955人 ， 商業実務 2 万4，569人 ， 文化 ・教

養 1万4，396人 ， 医療6，490人 ， 教育 ・社会福祉 4、381

人，衛生3，656人，服飾 ・家政 885人 ， 農業600人

　 18歳人 口増加期に お ける専 門学校新設校 ニ ーズ

の 分野別特 徴が現れて い る が，在学者数の 増加傾

向と も対応 して お り，工 業や 商業実務 に 属す る学

校種類 ・学科 の学生数が最 も伸び て い る。

　 平成 5 年以後 9 年 まで の 5 年間の 新設校分野別

入学定員数 は，多 い順 に次の とお りで あ る 。

　商業実務7，786人 ， 医療7，481人 ， 文化 ・ 教養6，73

0人 ， 教育 ・社会福祉6，611人 ， 工 業5，789人 ， 衛生 1，

429人 ， 服飾 ・家政 180人，農業 40人

　 18歳人 口増 に 向か う時期ま で は伸び の 著 しか っ

た 工 業，商業実務 の 定員 増が少な くな り，か わ っ

て 医療，教育 ・社会福祉両分野 の 伸びが著しい
。

− 18歳人 口減少後の 変化，医療 ・福祉等の職業

資格系は堅調 ，大学 との 競合系 （情報処理． ビジ

ネ ス
・サービス 系等）は減少傾向へ

一

　平成 9年現在 の 専 門学校分野 ・学科別在学者数

に つ い て ， 4 年前 の 5 年 と比較 し て 増加数 の 多い

もの 上 位 5 位 ま で をあ げる と，次 の よ うで あ る 。

　教育 ・ 社会福祉分野 の そ の 他 （主 と して介護 福

祉で，そ の 他社会福祉，社会教育 ， 社会体育， 心

理技術等） 3 万9，295人 （1万9，733人 増）看護 10万

4，085人 （1万 3．565人増），医療 分野 の そ の 他 （保

健婦 ， 助産婦，理学療法，作業療法，視能訓練 ，

臨床工 学，義肢装具，救急救命，言語療法，メ デ ィ

カ ル トレ
ーナ ー，医療秘書，歯科助手等） 2万 4，1

50人 （1万 967人増），美容 1万6，445人 （6，652人増），

調理 1万 9，124人 （4，962人増）

　医療 ・福祉 ・ 衛生等 の 職業 資格 に 関す る学校 ・

学科 で
，

そ れ ら の職業 資格 と学校設置 に つ い て は ，

一
世紀 以上 の 長 い 実績 と歴史 を有 す る す る も の

（看護）か ら， 比較的新 し い もの （介護福祉） ま で

を含ん で お り，高齢化 社会の 進展 に と も な う 専 門

的な 人材養成 へ の ニ
ー

ズ に 対応 し て ， 18歳人 口 減

少期後 の 最近，学生数増を達成 して い る。

　一
方 ， 減少数 の 大 き い 分野 ・ 学科 は ，上 位順 に

次の よ うで あ る 。 情報処理 6 万 L283人 （2万 8．280

人減）経理 ・簿記 2 万 4，802人 （1 万 7，565人減），

商業実務分野 の そ の 他 （観光，ホ テ ル， ガ イ ド，

ビ ジネ ス ， 速 記 ， 広報編集，医療秘 書 ・ 情報 ・ 事

務等） 5 万3，924人 （1万 7，344人減 ）， 秘書 1 万 2，0

14人 （1万 272人減）， 外国語9，227人 （8，263人減）

　 こ れ ら の 学校 ・学科は ，
18歳人口 増加期 に お い

て，情報化，国際 化，サ
ービ ス 産業化 の 進展 と い

うキ ー
ワ
ー ドで把 握 され る 日本社会 の 産業構造 の

変容に対応 して，専 門学校段階で の 人材養成を行

う将来性有望な もの と して急速 に量 的拡充を進 め

て きた セ ク タ
ー

で あ る 。 それ だ け に 対象年 齢層 の

減少が 大 き く影響 し，一転 し て縮小方 向をた ど る

こ と に な っ た 。

　 （な お， こ の 発表 に関す る詳細 な統計数 値お よ

び説明の デ
ー

タは，別添資料を参照 下 さい ）
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